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 過酷事故に対応したドライウェル冷却器を開発している。３列×５段の伝熱管群を用いた伝熱要素試験

結果から、非凝縮性ガスが含まれる場合の凝縮熱伝達による除熱性能を明らかにした。 
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1. 緒言 

 格納容器除熱手段の多様化を目的として過酷事故対応のドライウェル冷却器を開発している。蒸気より

も密度が大きく伝熱阻害要因となる窒素が含まれる場合に、自然循環力を向上して伝熱を促進できる構造

とした新型ドライウェル冷却器の除熱性能を３列×５段の伝熱管群を用いた伝熱要素試験で測定した。 

2. 要素試験 

2-1. 要素試験体 

試験体を図 1 に示す。長さ 1m の銅製伝熱管で、両側から

の伝熱管の影響を考慮できるように３列とし、鉛直方向の窒

素濃度変化の影響を５段の伝熱管で確認する。 

2-2. 試験条件 

主な試験条件を表 1に示す。圧力条件は BWR の格納容器設

計圧力の２倍を上限とした。窒素濃度条件は、事故シナリオ

で想定される上限とした。冷却水温度条件は、格納容器から

除熱した熱を海水に伝える可搬式熱交換器の仕様を参考に

決定した。 

2-3. 試験結果 

窒素が含まれると純粋蒸気の条件と比較して除熱性能が

大きく低下した。窒素による伝熱性能の劣化を考慮するため

物質移動を考慮した伝熱モデル[1]を導入し、試験で得られ

た除熱量と比較した結果を図 2に示す。試験での除熱量は計

算結果の-20%～+60%の範囲となり、概ね保守側の評価結果と

なった。また、伝熱管周囲で測定した温度で評価した窒素濃

度分布から、仕切り板内外での密度差により、伝熱管上方か

ら下へ向かう混合ガスの循環流が発生することを確認した。 

3. 結論 

物質移動を考慮した伝熱モデルにより、要素試験での除熱

量を概ね保守側に再現できることを確認し、実機ドライウェ

ル冷却器を設計できる見通しを得た。 
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図 1 要素試験体 

図 2 試験と計算結果の比較 

表 1 試験条件 

圧力 0.2～0.85 [MPaG]

窒素濃度 0～30 [vol%]

冷却水温度 30～85 [℃]
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